
消費者契約法抜粋(参考) 

 

うそや明確な質、用途、対価を明示せずに契約した場合、契約は無効で、 

業者の損害賠償の請求権は無い事の法律が消費者契約法でアンダーライン 

が要点です。 

 
消費者契約法(抜粋) 

（平成十二年五月十二日法律第六十一号） 

最終改正：平成二四年八月二二日法律第五九号 

第一条  この法律は、消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉力の格差にかんがみ、

事業者の一定の行為により消費者が誤認し、又は困惑した場合について契約の申込み又はそ

の承諾の意思表示を取り消すことができることとするとともに、事業者の損害賠償の責任を免除

する条項その他の消費者の利益を不当に害することとなる条項の全部又は一部を無効とするほ

か、消費者の被害の発生又は拡大を防止するため適格消費者団体が事業者等に対し差止請求

をすることができることとすることにより、消費者の利益の擁護を図り、もって国民生活の安定向

上と国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。  

（定義）   

第二条  この法律において「消費者」とは、個人（事業として又は事業のために契約の当事者とな

る場合におけるものを除く。）をいう。  

２  この法律（第四十三条第二項第二号を除く。）において「事業者」とは、法人その他の団体及び

事業として又は事業のために契約の当事者となる場合における個人をいう。  

３  この法律において「消費者契約」とは、消費者と事業者との間で締結される契約をいう。  

４  この法律において「適格消費者団体」とは、不特定かつ多数の消費者の利益のためにこの法

律の規定による差止請求権を行使するのに必要な適格性を有する法人である消費者団体（消費

者基本法 （昭和四十三年法律第七十八号）第八条 の消費者団体をいう。以下同じ。）として第

十三条の定めるところにより内閣総理大臣の認定を受けた者をいう。  

（事業者及び消費者の努力）  

第三条  事業者は、消費者契約の条項を定めるに当たっては、消費者の権利義務その他の消費

者契約の内容が消費者にとって明確かつ平易なものになるよう配慮するとともに、消費者契約の

締結について勧誘をするに際しては、消費者の理解を深めるために、消費者の権利義務その他

の消費者契約の内容についての必要な情報を提供するよう努めなければならない。  

２  消費者は、消費者契約を締結するに際しては、事業者から提供された情報を活用し、消費者

の権利義務その他の消費者契約の内容について理解するよう努めるものとする。  

 

   第二章 消費者契約  

    第一節 消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示の取消し  

（消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示の取消し）  

第四条  消費者は、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、当該消費者に対し

て次の各号に掲げる行為をしたことにより当該各号に定める誤認をし、それによって当該消費者

契約の申込み又はその承諾の意思表示をしたときは、これを取り消すことができる。  

一  重要事項について事実と異なることを告げること。 当該告げられた内容が事実であるとの誤

認  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%8e%4f%96%40%8e%b5%94%aa&REF_NAME=%8f%c1%94%ef%8e%d2%8a%ee%96%7b%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%8e%4f%96%40%8e%b5%94%aa&REF_NAME=%8f%c1%94%ef%8e%d2%8a%ee%96%7b%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%8e%4f%96%40%8e%b5%94%aa&REF_NAME=%91%e6%94%aa%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000000000000000000000000


二  物品、権利、役務その他の当該消費者契約の目的となるものに関し、将来におけるその価額、

将来において当該消費者が受け取るべき金額その他の将来における変動が不確実な事項につ

き断定的判断を提供すること。 当該提供された断定的判断の内容が確実であるとの誤認  

２  消費者は、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、当該消費者に対してある

重要事項又は当該重要事項に関連する事項について当該消費者の利益となる旨を告げ、かつ、

当該重要事項について当該消費者の不利益となる事実（当該告知により当該事実が存在しない

と消費者が通常考えるべきものに限る。）を故意に告げなかったことにより、当該事実が存在しな

いとの誤認をし、それによって当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をしたときは、

これを取り消すことができる。ただし、当該事業者が当該消費者に対し当該事実を告げようとした

にもかかわらず、当該消費者がこれを拒んだときは、この限りでない。  

３  消費者は、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、当該消費者に対して次に

掲げる行為をしたことにより困惑し、それによって当該消費者契約の申込み又はその承諾の意

思表示をしたときは、これを取り消すことができる。  

一  当該事業者に対し、当該消費者が、その住居又はその業務を行っている場所から退去すべき

旨の意思を示したにもかかわらず、それらの場所から退去しないこと。  

二  当該事業者が当該消費者契約の締結について勧誘をしている場所から当該消費者が退去す

る旨の意思を示したにもかかわらず、その場所から当該消費者を退去させないこと。  

４  第一項第一号及び第二項の「重要事項」とは、消費者契約に係る次に掲げる事項であって消

費者の当該消費者契約を締結するか否かについての判断に通常影響を及ぼすべきものをいう。  

一  物品、権利、役務その他の当該消費者契約の目的となるものの質、用途その他の内容  

二  物品、権利、役務その他の当該消費者契約の目的となるものの対価その他の取引条件  

５  第一項から第三項までの規定による消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示の取消し

は、これをもって善意の第三者に対抗することができない。  

（取消権の行使期間等）  

第七条  第四条第一項から第三項までの規定による取消権は、追認をすることができる時から六

箇月間行わないときは、時効によって消滅する。当該消費者契約の締結の時から五年を経過し

たときも、同様とする。 
 

 

 

店舗営業の電器店は、特定商取引法は対象外と成っています。 

理由①お客の意思で来店し店舗内で商談し契約成立。②常連客は通常取引商品

については来店、訪問を問わず販売契約書を交わさなくてもこの法律は除外され

ます。但し、それ以外の客(常連客以外)には明確な質、用途、対価を明示した契約

書を交付しての契約が必要です。明確な説明や契約書を交付しなくて契約して解

約が発生した場合は、「消費者契約法により業者の損害請求権は有りません。」 

契約書を交付して契約成立後に解約などが発生した場合についてはこの特定商取

引法が適用されます。アンダーラインが要点です。 

 

特定商取引法（抜粋） 

第五条  販売業者又は役務提供事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、次項に規

定する場合を除き、遅滞なく（前条ただし書に規定する場合に該当するときは、直ちに）、主務省

令で定めるところにより、同条各号の事項（同条第五号の事項については、売買契約又は役務

提供契約の解除に関する事項に限る。）についてその売買契約又は役務提供契約の内容を明ら

かにする書面を購入者又は役務の提供を受ける者に交付しなければならない。  



 

第九条  販売業者若しくは役務提供事業者が営業所等以外の場所において商品若しくは指定

権利若しくは役務につき売買契約若しくは役務提供契約の申込みを受けた場合若しくは販売業

者若しくは役務提供事業者が営業所等において特定顧客から商品若しくは指定権利若しくは役

務につき売買契約若しくは役務提供契約の申込みを受けた場合におけるその申込みをした者又

は販売業者若しくは役務提供事業者が営業所等以外の場所において商品若しくは指定権利若

しくは役務につき売買契約若しくは役務提供契約を締結した場合（営業所等において申込みを受

け、営業所等以外の場所において売買契約又は役務提供契約を締結した場合を除く。）若しくは

販売業者若しくは役務提供事業者が営業所等において特定顧客と商品若しくは指定権利若しく

は役務につき売買契約若しくは役務提供契約を締結した場合におけるその購入者若しくは役務

の提供を受ける者（以下この条から第九条の三までにおいて「申込者等」という。）は、書面により

その売買契約若しくは役務提供契約の申込みの撤回又はその売買契約若しくは役務提供契約

の解除（以下この条において「申込みの撤回等」という。）を行うことができる。ただし、申込者等

が第五条の書面を受領した日（その日前に第四条の書面を受領した場合にあつては、その書面

を受領した日）から起算して八日を経過した場合（申込者等が、販売業者若しくは役務提供事業

者が第六条第一項の規定に違反して申込みの撤回等に関する事項につき不実のことを告げる

行為をしたことにより当該告げられた内容が事実であるとの誤認をし、又は販売業者若しくは役

務提供事業者が同条第三項の規定に違反して威迫したことにより困惑し、これらによつて当該期

間を経過するまでに申込みの撤回等を行わなかつた場合には、当該申込者等が、当該販売業

者又は当該役務提供事業者が主務省令で定めるところにより当該売買契約又は当該役務提供

契約の申込みの撤回等を行うことができる旨を記載して交付した書面を受領した日から起算して

八日を経過した場合）においては、この限りでない。 

 

第十条  販売業者又は役務提供事業者は、第五条第一項各号のいずれかに該当する売買契約

又は役務提供契約の締結をした場合において、その売買契約又はその役務提供契約が解除さ

れたときは、損害賠償額の予定又は違約金の定めがあるときにおいても、次の各号に掲げる場

合に応じ当該各号に定める額にこれに対する法定利率による遅延損害金の額を加算した金額を

超える額の金銭の支払を購入者又は役務の提供を受ける者に対して請求することができない。  

一  当該商品又は当該権利が返還された場合 当該商品の通常の使用料の額又は当該権利の

行使により通常得られる利益に相当する額（当該商品又は当該権利の販売価格に相当する額

から当該商品又は当該権利の返還された時における価額を控除した額が通常の使用料の額又

は当該権利の行使により通常得られる利益に相当する額を超えるときは、その額）  

二  当該商品又は当該権利が返還されない場合 当該商品又は当該権利の販売価格に相当す

る額  

三  当該役務提供契約の解除が当該役務の提供の開始後である場合 提供された当該役務の

対価に相当する額  

四  当該契約の解除が当該商品の引渡し若しくは当該権利の移転又は当該役務の提供の開始

前である場合 契約の締結及び履行のために通常要する費用の額  

２  販売業者又は役務提供事業者は、第五条第一項各号のいずれかに該当する売買契約又は

役務提供契約の締結をした場合において、その売買契約についての代金又はその役務提供契

約についての対価の全部又は一部の支払の義務が履行されない場合（売買契約又は役務提供

契約が解除された場合を除く。）には、損害賠償額の予定又は違約金の定めがあるときにおいて

も、当該商品若しくは当該権利の販売価格又は当該役務の対価に相当する額から既に支払わ

れた当該商品若しくは当該権利の代金又は当該役務の対価の額を控除した額にこれに対する



法定利率による遅延損害金の額を加算した金額を超える額の金銭の支払を購入者又は役務の

提供を受ける者に対して請求することができない。  

 

 

 

 

 

 

法律抜粋参考 

書面の交付、禁止行為、クーリングオフ等の適用除外 

特定商取引法における書面の交付、禁止行為、不実告知か否かの合理的な根拠を示す資料

の提出、クーリングオフ、契約の申込み又はその承諾の意思表示の取消し、契約の解除等に伴

う損害賠償額の制限の規定は、次の場合、適用しない。 

 その住居において契約の申込みをし又は契約を締結することを請求した者に対して行う

訪問販売  

 業者がその営業所等以外の場所において契約の申込みを受け又は契約を締結すること

が通例であり、かつ、通常購入者又は役務の提供を受ける者の利益を損なうおそれがな

いと認められる取引の態様で政令で定めるものに該当する訪問販売。  

具体的には、以下の通り。  

o 店舗のある業者が定期的に住居を巡回訪問し、契約の申込み又は契約の締結の

勧誘を行わず、単にその申込みを受け、又は請求を受けてこれを締結して行う場

合  

o 店舗のある業者が顧客（当該訪問の日の前一年間に、取引のあつた者に限る。）

に対してその住居を訪問して行う場合  

o 店舗のある業者以外が継続的取引関係にある顧客（当該訪問の日の前一年間に、

二以上の訪問につき取引のあつた者に限る。）に対してその住居を訪問して行う

場合  

o 業者が、他人の事業所に所属する者に対して、その事業所において行う場合（そ

の事業所の管理者の書面による承認を受けて行うものに限る。）  

また、割賦販売の場合、割賦販売法との関係で一部、特定商取引法の適用除外がある。 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%89%B2%E8%B3%A6%E8%B2%A9%E5%A3%B2%E6%B3%95

